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１．宇宙産業を取巻く近年の動き
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

今、宇宙業界で何が起きているのか？

世界の「新しい宇宙産業」で起きているイノベーション

官から民へ

ベンチャー企業の潮流

非宇宙の他産業の参入
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【官から民へ】

宇宙産業のフェーズ・シフト

フェーズ 定 義 各国のポジション

第1期 国の資金で国家機関が宇宙開発を実施

第2期 国の資金で国の機関が一部民間の手を借りて実施

第3期 国の資金で民間がロケット・衛星を開発・運用

第4期
民間が民間の投資で衛星・ロケットを開発・運用し、政府
はそのサービスを購入

日本

米国

欧州

出所）中須賀真一教授（東京大学）による内閣府・経産省等の会合発表資料を元にＮＲＩ作成
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【官から民へ】

宇宙産業の構造と官民の役割分担

ISS（国際宇宙ステーション）
補給船

宇宙船
ロケット

人工衛星

小惑星

月
火星

１

２

３

宇宙空間系ビジネス

地上系ビジネス

天体系ビジネス

探査機

民間企業が主導していく領域 政府が主導して開発する領域
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【ベンチャー企業の潮流】

新しい宇宙産業を構成する企業の分類

各企業の動向

・これまでの宇宙産業の牽引役

・大型のロケット、衛星の高度化を追求

・一部、ベンチャーとの事業提携等によるオープン
  イノベーションで新規分野を事業開拓

例）AirBus, Boeing, Lockeed Martin, Ball

Aerospace, 三菱重工等

・地上系・宇宙空間系・天体系すべてに参入

・政府・大企業との連携等、実施体制も多様

例）SpaceX, OneWeb, Made in Space,

 Deep Space Industries等

・技術提供や共同開発による宇宙系企業との

  提携

・自ら主導し宇宙事業へ新規参入するケースも

・投資や広告による宇宙系企業への資金提供

例）Google, Facebook, トヨタ, 三井物産, KDDI等

企業属性

宇宙系

大企業

ベンチャー

非宇宙系

新規参入の動き
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【ベンチャー企業の潮流】

２０００年を境とするNewspaceの振興

西暦 ～1970 1980 1990 2000 2010 2015～

米
国

企
業
動
向

イ
ベ
ン
ト

欧
州

企
業
動
向

イ
ベ
ン
ト

アポロ計
画（62～
75） スカイラブ計画

（73～79）

GPS計画（73～）
近代化計画（ブロックⅢ）
（08~）

ガリレオ（05~） ESA設立
（75）

 アリアン1打上げ
（79）

 Arianespace

（80~）

 Eutelsat（77~）

宇宙ステーション計画（84～）

Intelsat（64~）
 Lockheed Martin

(85~)

 Airbus Industries

（70~）

 Airbus Group

（00~）
 グループ再編

（14）

Boeing（34~）

 SpaceX(02~)

 OneWeb(12~)

 Skybox Imaging(09~) Googleが買収(14)
 Digital Globe

(92~)

 HERE(12~)

 Planetary Resources(10~)

 宇宙資源探査
に関する法案
（15）

 宇宙資源探査に関
する法整備（16/ル
クセンブルク）

Moon Village構想（16~）

スペースシャトル計画（81～2011）

• ITバブル絶頂～崩壊を一つ
の契機に、IT投資の停滞と、
余剰資金等が宇宙へ

• 情報技術の習熟により宇宙
分野への転用も可能に

 商業宇宙打上げ法改正
（04）
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【非宇宙の他産業の参入】宇宙ベンチャーが集積する「メッカ」

航空宇宙産業の土台があるエリアやベンチャー投資が集まるエリア

Silicon Valley

Seattle

Blue Origin

Vulcan Aerospace

Planetary Resources

Space X

Los Angeles

Space X

Rocket Lab

Google Lunar XPRIZE

OneWeb

Planet

Terra Bella

Spire Global

Made in Space

Deep Space Industries
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【ベンチャー企業の潮流】 日本の主な宇宙ベンチャー

国際競争を意識し、海外拠点・外国人幹部を置くベンチャーも複数

事業領域 企業名 創業年

地上系

ロケット
（製造・打上げ）

インターステラ
テクノロジズ

2013年

衛星
（製造・運用・
データ利用）

アクセルスペース 2008年

アストロスケール 2013年

スペースシフト 2009年

ALE 2011年

QPS研究所 2005年

宇宙
空間系

有人飛行 ＰＤエアロスペース 2007年

天体系 資源探査 ispace 2013年
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１．宇宙産業を取巻く近年の動き

【非宇宙の他産業の参入】
情報通信・自動車等の業界からの参入

参入タイプ 企業名 主要分野 概 要

自主事業

Google 情報通信

衛星ベンチャーの買収・事業展開

Space X社の衛星コンステレーション計画へ出資

月面賞金レースへの出資等

Facebook 情報通信 自社衛星コンステレーション計画

コマツ 建機 GNSＳ／衛星通信を用いた自動走行式建機システムの開発・実導入

投資

Coca-Cola 飲料
OneWebの衛星コンステレーション計画へ出資

Qualcomm 通信

三井物産 商社

衛星ベンチャーのアクセルスペースへの出資伊藤忠 商社

ウェザーニュース 情報サービス

研究開発

東レ 素材 Space X社のロケットに炭素素材を材料供給

KDDI 情報通信

Google Lunar Xprize参加チームへの技術提供・共同開発Audi 自動車

スズキ 自動車

トヨタ自動車 自動車 米宇宙ベンチャーと提携・衛星通信技術を活用した次世代自動車MIRAIの開発

キヤノン電子 電気・電子 自社発の衛星システムの開発

ユーグレナ ライフサイエンス ＩＳＳにおける物質循環システムの共同研究

その他 電通 広告 「電通宇宙ラボ」を設置、日本企業の宇宙ビジネス参入を促進する活動を展開
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

宇宙産業市場で最も大きなシェアを示すのは宇宙利用（衛星サービス）。

出所）内閣府宇宙産業振興小委員会第2回資料
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

デジタル・ツール／インフラとしての衛星の存在感が増している。

いま衛星利用ビジネスで起きていること

アクセスコストの低下・利便性の向上

衛星コンステレーションの実現

デジタル・ビジネスの中の衛星プレゼンス向上
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【アクセスコストの低下・利便性の向上】

SpaceXの参入により、従来の中～大型ロケット市場において価格競争が激化。

静止軌道への投入能力
（ペイロードの重量）

1機当たりの打上げ価格

62百万ドル
（約62億円）

4t 10t

約95百万ドル
（約100億円）

• 米国政府は、宇宙輸送サービスは民間から積極的にサービス購入
• NASAはCOTS＆CRSプログラムを実施し民間企業の技術開発と政府

のサービス購入を実施

約70百万ユーロ
（約84億円）

5t

Falcon9

（SpaceX）

Ariane5

（Ariane space）
・2機同時打上げ時の1機あたり価格

Ariane62※
（Ariane space）

約57百万ユーロ
（約70億円） Ariane64※

（Ariane space）

・2機同時打上げ時の1機あたり価格

※開発中

※開発中

出所）内閣府宇宙産業振興小委員会第5回資料
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【アクセスコストの低下・利便性の向上】

低コストの小型衛星製造が実現。1億未満ー10億円/機の時代へ。

契約生産
機数

計900機

想定生産
能力

1日4機以上

生産工場
（予定）

アメリカ

製造技術
革新への

挑戦

• 日に複数機製造する量産
技術の確立を目指す

• 航空機であるA350の大
量生産技術等を活かしな
がら、世界初の人工衛星
の量産に挑戦

AirbusとOnewebによる小型通信衛星の製造契約一般的な衛星の製造コスト

10億円

※九州工業大学「超小型衛星の現状と将来」より編集

出所）内閣府宇宙産業振興小委員会第5回資料
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【衛星コンステレーションの実現】

小型衛星の多数打上げにより、衛星は日常的なツールになりつつある。

超小型衛星（Cubesats）の打ち上げ機数の推移

出所）Satellite Industry Association「State of the Satellite Industry Report」より作成
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【衛星コンステレーションの実現】
これまでの通信衛星と衛星コンステレーションの比較

静止軌道
（高度36,000km）

※通信に時間がかかり
タイムラグが発生特定の地域

にのみ対応

高度数百～数千km

全球規模で対応

数千kgの衛星を数百億円程度で製造
数百kgの衛星を一億円前後で製造

従来の通信衛星による通信 コンステレーションによる通信衛星の通信
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【衛星コンステレーションの実現】
通信衛星コンステレーション事業者の比較

機能 O3b Networks SpaceX OneWeb eightyLEO LeoSat

衛星の重量 約800kg 数百kg 150kg前後 50~100kg 不明

コンステレーション
機数

12機 約4,000機 約700機 300機 78~108機

衛星の高度 約8,000km 1,200km前後 1,200km前後
低軌道（LEO）
詳細は不明

1,400km前後

対象領域 低中緯度地域 全世界 全世界 全世界 全世界

構築スケジュール サービス提供中 2020年頃を予定 2019年頃を予定 不明 不明
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【衛星コンステレーションの実現】
これまでのリモセン衛星と衛星コンステレーションの比較

高度500km前後
高度500km

前後

数千kgの衛星を数百億円程度で製造 数kg～100kg程度の衛星を一億円前後で製造

欲しいデータを取得する
ために時間がかかる（リ
アルタイム性が低い）

欲しいデータを取得
が容易（リアルタイ

ム性が高い）

観測可能な位置に
衛星がいないケースが多い

従来のリモセン衛星による観測 コンステレーションによるリモセン衛星の観測
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【衛星コンステレーションの実現】
小型・超小型衛星を活用したリモセン衛星のコンステレーションの代表事例

企業名 設立年 衛星シリーズ 現在の機数 衛星の重量

Terra Bella 2009年 SkySat
3機

（将来的には24機）
100kg未満

Planet 2010年

Dove
87機（将来的には

100~200機）
約4kg

RapidEye 5機 約150kg

Spire Global 2012年 Ardusat及びLemur

10機
（2017年頃までに100

機）
約4kg

OmniEarth 2014年 不明
0機

（2018年までに18機）
約110kg
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【デジタル・ビジネスの中の衛星プレゼンス向上】

リモセン画像ビジネスで進むオープンイノベーション

サービス
提供・
販売

衛星
製造・打上げ

ソリュー
ション・
アプリ
開発

データ
加工

衛星運用・
データ
配信

衛星リモセン画像ビジネスのバリュー・チェーン

一社でこれらのプロセスを全て整備できる企業は殆どいない（特にベンチャー）

バリュー補完のため、M&Aやアライアンス等のオープン・イノベーションが進む

ベンチャーの商機獲得と成長、市場の拡大に繋がる
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２．地上系（衛星関連）ビジネスの新しい潮流

【デジタル・ビジネスの中の衛星プレゼンス向上】

デジタル・プラットフォーム・ビジネスに特化した企業の出現

サービス
提供・
販売

衛星
製造・打上げ

ソリュー
ション・
アプリ
開発

データ
加工

衛星運用・
データ
配信

衛星リモセン画像ビジネスのバリュー・チェーン

ここに特化した、

「衛星を持たない
衛星データ・ビジネス」

が、今後のトレンド

【代表企業例】

Mapbox

Orbital Insight

オープンデータ等の多様なデータを集約・
プラットフォーム化し、データ分析・アプリ
開発・販売等の付加価値ビジネスを展開
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３．まとめ
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３．まとめ

衛星リモセンデータを活用したビジネスのあり方

「統計のない領域で自ら統計データを創る＆使う」

撮像・データ収集
（衛星以外も含む） ディープラーニング

クラウド・コンピューティング ビッグ・データ分析

デジタル
プラットフォーム

ビジネス
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３．まとめ

今後の衛星関連産業のキーワードは

「ユーザー企業のデジタル武装」を前提とした宇宙利用（ツールの一つとして）

宇宙

ビジネス

宇宙系企業 非宇宙系企業

デジタル
ビジネス

ドローン
センサ

ネットワーク
オープン
データ

スマートインフラ
関連ビジネス

衛星画像

衛星通信

ユーザー
（企業・行政・個人等）

市場は世界

これらの分野との連携や
一体化の促進が、

より求められる

交通 エネルギー通信

民間主導の産業発展を促進すべき領域

天体系 宇宙空間系

資源探査

宇宙ステー
ション利用

有人飛行

移住計画

地上系

政府主導の産業化につなげるべき領域

宇宙空間・天体を舞台にした
新たな事業・産業の創造可能性

行政

投資家・
金融機関

アクセラレータ

コミュニティ

宇宙
エネルギー

宇宙空間
サービス

微小重力
研究

AI

ディープ
ラーニング

クラウド

ビッグ
データ


